
景観条例の届出

地番

地区計画の届出

□非該当　　□該当（□事前協議書　　□　月届出予定）

□非該当　　□該当（　　月届出予定）

（第２条関係）

ついて審査を依頼します。

開 発 事 業 計 画 審 査 依 頼 書

申　請　日 令 和 年 月 日

代表者名

担当者名

立川市長

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第３条の規定に基づき、次の開発事業に

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

電　話 （　　　　　　　）

第１号様式
整理番号 －

氏名

電話

生産緑地の確認 生産緑地の該当　　□有　　□無

受理印

相談カードの留意
事項等（市記入欄）

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

代理人

事業の名称

住　所

会社名

殿

 

住所

事業の場所

事業の概要

住所

（複数可） □その他　□特定開発事業

事業者



【審査依頼書用】

事 業 計 画 の 概 要

　□多摩川上流　　□北多摩１号　　□北多摩２号　　□単独処　　理　　区下水道施設

路線名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幅員　　　　　ｍ

接　　　　道

 □開発道路　　□位置指定道路　　□その他（　　　　　　　　　　　）

路線名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幅員　　　　　ｍ

□私道

□都道　□市道　

　令和　　　　・　　　　・　　　　～　令和　　　　・　　　　・

　□自家処理　　　□市処理

ごみ等集積所

　　　　　　　　基

　□有　　　□無

　□有　　　□無

その他

　　　　ｔ　　　　基

　　　　ｍ　　　箇所

計画書

計画書

計画書

用地面積　　　　　　　㎡　・　有効面積　　　　　　　㎡

　□有　　　□無

防護さく

その他

路線数

路線数

路線数

公共ます

防火水槽　　mm　 　基

　　　　　　　基

　　　　　　　基

　　　　　　　台

　　　　　　　台

消火栓

街路灯

反射鏡

　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ

　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ

　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ

管きょ φ 　 mm　　 ｍ

駐車施設

新設公道

新設私道

駐車場

自転車駐車場

ごみ処理計画

工事期間予定

公共公益

施設計画

工事計画

排水施設

消防施設

交通安全施設

公道拡幅

私道拡幅

道

路

地上　　階　・　地下　　階

　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ 路線名

　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ 路線名

世帯用　　　戸　・　ワンルーム　　　戸　・　管理人　　　戸　・　計　　　戸

建築計画

㎡

造

％

ｍ階　数 高　さ

　　□防火　　□準防火

建ぺい率

防火指定

建ぺい率 ％

㎡　　　％

㎡　　　％

㎡　　　％

％

㎡

㎡　　　　％

建築面積

構　造

㎡

㎡

％

容積率

店舗内容

道路面積㎡

都市計画
地域地区
の 区 分

緑化地面積

その他面積

高度地区

容積率

その他

㎡　　　　％

用途地域

□都道　□市道　

事業区域の面積

公園面積

宅地面積

土地利用
計　　　画

戸（室）数

店舗面積

敷地面積

建築延床面積



立 都 都 第 号

令 和 年 月 日

整 理 番 号

立川市長　　　　　　　　　　　　　　　　印

立川市　　　　　　　町　　　　丁目　　　　　番　　　　

要 綱 の 適 用 項 目

様

   まちづくり指導要綱細則第３条の規定に基づき、次のとおり審査しましたので通知します。

事 業 の 場 所

記

令和　　年　　月　　日付けで提出のありました開発事業計画について、立川市宅地開発等

第２号様式
整理番号 －

開 発 事 業 計 画 審 査 結 果 通 知 書

(第３条関係）

１

２

３

４

５

事 業 の 名 称

審 査 結 果



別紙のとおり、要綱に適合した事業であることを確認しましたので通知します。
受理印

景観条例の届出

立川市長　　　　　　　　　　　　　　　　印

立 都 都 第 号

令 和 年 月 日

上記事業については、立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第６条の規定により、

地区計画の届出 □非該当　　　　□該当（　　月　　日届出済）

令 和 年 月 日

第３号様式
整理番号 －

開 発 事 業 計 画 協 議 書

申　請　日

（第５条関係）

地番

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

　 ついて、事業計画並びに公共施設等の管理及び帰属について協議をお願いします。

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第５条の規定に基づき、次の開発事業に

住所

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

住 所

公共施設等管理区分 公共施設等管理区分一覧表のとおり

□非該当　　　　□該当（　　月　　日届出済）

（複数可） □その他　□特定開発事業

事業の名称

事業の場所

事業の概要

殿

印

担当者名

なお、市に帰属するものについては、無償譲渡します。

立川市長

代理人
連絡先

氏 名
事業者

会社名等

電 話



立 都 都 第 号

令 和 年 月 日

上記事業については、立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第６条の規定により、
受理印

別紙のとおり、要綱に適合した事業であることを確認しましたので通知します。

立川市長　　　　　　　　　　　　　　　　印

公共施設等管理区分 公共施設等管理区分一覧表のとおり

景観条例の届出 □非該当　　　　□該当（　　月　　日届出済）

地区計画の届出 □非該当　　　　□該当（　　月　　日届出済）

事業の場所
住所 　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

地番 　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

事業の概要

なお、市に帰属するものについては、無償譲渡します。

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

（複数可） □その他　□特定開発事業

事業の名称

代理人
連絡先

会社名等

電 話 担当者名

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第５条の規定に基づき、次の開発事業に

　 ついて、事業計画並びに公共施設等の管理及び帰属について協議をお願いします。

第３号様式の２ （第５条関係）

立川市長

住 所
事業者

氏 名

殿

印

整理番号 －

申　請　日 令 和 年 月 日

開 発 事 業 計 画 変 更 協 議 書



【協議書用】

工事施工者

工事着手予定年月日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

工事完了予定年月日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　台 計画書 　□有　　　□無

ごみ処理計画

工事計画

住　所

氏　名

連絡先

　□自家処理　　　□市処理 計画書 　□有　　　□無

ごみ等集積所 用地面積　　　　　　　㎡　・　有効面積　　　　　㎡

反射鏡 　　　　　　　基 その他

駐車施設
駐車場 　　　　　　　台 計画書 　□有　　　□無

自転車駐車場

消防施設 消火栓 　　mm　 　基 防火水槽 　　　　ｔ　　　　基

交通安全施設
街路灯 　　　　　　　基 防護さく 　　　　ｍ　　　箇所

新設私道 　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ 路線数

排水施設 管きょ φ 　 mm　　 ｍ 公共ます 　　　　　　　　基

道

路

私道拡幅 　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ 路線数

新設公道 　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ 路線数

戸（室）数 世帯用　　　戸　・　ワンルーム　　　戸　・　管理人　　　戸　・　計　　　戸

公共公益

施設計画

公道拡幅
　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ 路線名

　　　　　　㎡　延長　　　　　ｍ 路線名

店舗面積 　㎡ 店舗内容

階　数 地上　　階　・　地下　　階 高　さ ｍ

構　造

建ぺい率 ％ 容積率 ％

　　□防火　　□準防火 その他

建築計画

敷地面積 　㎡ 建築面積 　㎡

建築延床面積 ㎡

都市計画
地域地区
の 区 分

用途地域 高度地区

建ぺい率 ％ 容積率 ％

防火指定

緑化地面積 　　㎡　　　　％

宅地面積 　　　㎡　　　　％ その他面積 　　　㎡　　　　％

下水道施設 処　　理　　区 　□多摩川上流　　□北多摩１号　　□北多摩２号　　□単独

土地利用
計　　　画

事業区域の面積 　　　　　　　　　　　　　㎡ 道路面積 　㎡　　　　％

公園面積 　　　　㎡　　　　％

その他

事 業 計 画 の 概 要

接　　　　道

□私道  □開発道路　　□位置指定道路　　□その他（　　　　　　　　　　　）

□都道　□市道 路線名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幅員　　　　　ｍ

□都道　□市道 路線名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幅員　　　　　ｍ



摘　　　要
帰属区分

用　地 工作物

第４号様式
整理番号 －

公 共 施 設 等 管 理 区 分 一 覧 表

(第５条関係）

概　　　　　　　要
施 設 名

幅員・寸法 延　長 面積・数量
管理者



公共施設等管理区分一覧表作成要領

１　記載する公共施設等

第４号様式

２　記載例

　なお、所有者の違う土地に公共施設等が設置されるときは、全ての所有者名を記載し

摘　　　要
帰属区分

用　地 工作物延　長
施 設 名

幅員・寸法

てください。

　記載例の様式は、多くを例示するために行間を狭くしてあります。

整理番号 －

公 共 施 設 等 管 理 区 分 一 覧 表

概　　　　　　　要
管理者

面積・数量

　公共施設等を設置するときは、記載例の施設を必ず記載してください。

　なお、事業計画の内容により、このほかにも記載する公共施設等があるときもあります。

　新設道路、拡幅道路及び道路予定地がそれぞれ複数あるときには、施設に①、②と

番号を振り、記載してください。

　施設名及び概要の数字等は、関係図面で確認できるように明示してください。

　管理者及び帰属区分は、事業完了後の公共施設等の管理者を規定するものですので、

その施設の公共施設等の管理及び帰属について指導担当課と十分な協議をしてください。

　帰属区分の用地の欄については、事業完了後の公共施設等の設置される土地所有者の

氏名を記載してください。

新設道路① 6.0m 68.95m 422.03㎡ 立川市 立川市 立川市 不整形

新設道路② 5.0m 26.68m 133.40㎡ 事業者 事業者 事業者

立川市 市道北４２号線

拡幅道路① 1.25ｍ 23.45m 29.31㎡ 立川市 立川市 立川市 市道北７号線・不整形

拡幅道路② 1.43m 21.54m 30.67㎡ 立川市 立川市

立川市 不整形

道路予定地① 6.0m 0.25m 1.50㎡ 立川市 立川市 立川市

道路予定地② 6.0m 0.94m 5.23㎡ 立川市 立川市

立川市

街 き ょ 103.5型 78.28m 立川市 立川市 立川市 ます含む

舗 装 止 150×120 8m ２か所 立川市 立川市

立川市

境 石 150×120 6m １か所 立川市 立川市 立川市

公 園 192.86㎡ 立川市 立川市

立川市

緑 化 地 49.72㎡ 事業者 事業者 事業者

管きょ（合流） ＨＰφ250 43.58m 立川市 立川市

立川市 立川市 立川市管きょ（汚水） ＨＰφ300 34.85m

　(１)

　(２)

　(３)

　(４)

　(５)

　(６)



　 　 　　 　

　 　 　　 　

　 　 　　 　

　 　 　　 　

　 　 　　 　

　 　 　　 　

事業者 事業者 事業者 （有効2.64㎡）ごみ等集積所 2.5m×1.3m 3.25㎡

立川市 立川市 立川市道路反射鏡 角型２面 ４基

立川市

道路反射鏡 角型１面 ３基 立川市 立川市 立川市

防 護 さ く Ｈ＝0.8m 2.0m １か所 立川市 立川市

２基 立川市 立川市 立川市 電柱共架

立川市 立川市 立川市 公園内防 火 水 槽 40ｔ １基

事業者 事業者 事業者防 火 水 槽 80ｔ １基

立川市 立川市 立川市 公園内雨水浸透槽 φ2000 １基

立川市 立川市 立川市 道路内雨水浸透槽 φ1500 ２基

事業者 事業者 事業者 宅地内雨水浸透槽 φ1200 ６基

立川市 立川市 立川市雨水取付管 ＶＵφ150 13.47m ４か所

立川市 立川市 立川市Ｌ型雨水ます φ450 ４基

立川市 立川市 立川市 公園用汚水取付管 ＶＵφ150 22.18m １か所

立川市 立川市 立川市 公園内丸型汚水ます φ700 １基

立川市
立川市
事業者

立川市汚水取付管 ＶＵφ150 18.52m ５か所

立川市 事業者 立川市 宅地内丸型汚水ます φ700 ５基

立川市 立川市 立川市汚水取付管 ＶＵφ150 21.85m ８か所

立川市Ｌ型汚水ます φ500 ８基

人孔（雨水） φ900 １基

立川市 立川市

立川市 立川市

事業者 事業者 事業者 浸透式

人孔（雨水） φ1200 ２基 立川市

人孔（汚水） φ1500

施 設 名
概　　　　　　　要

立川市 立川市 立川市

管理者
帰属区分

摘　　　要
幅員・寸法 延　長 面積・数量 用　地 工作物

街 路 灯 42Ｗ

人孔（合流） φ900 ３基

１基 立川市 立川市

事業者 事業者管きょ（雨水） ＨＰφ250

立川市

33.98m 事業者



公共施設等管理区分一覧表のとおり

開 発 区 域 面 積

同 意 申 請 事 項

協 議 申 請 事 項

申　請　日

都市計画法第３２条の規定により、次の開発行為について、公共施設の管理等について

事 業 の 名 称

事 業 の 場 所
住所　立川市　　　　　　　町　　　　丁目　　　　　番　　　　　号

地番　立川市　　　　　　　町　　　　丁目　　　　　番

（第５条関係）第５号様式
整理番号 －

同 意 ・ 協 議 申 請 書

令 和 年 月 日

事業者

殿

受理印

会社名等

電 話

住 所

　同意、協議を申請します。

記

印

担当者名

代理人
連絡先

氏 名

立川市長

１

２

３

４

５

(１)

(２)

(３)



同 意 申 請 事 項

受理印

協 議 申 請 事 項 公共施設等管理区分一覧表のとおり

記

事 業 の 名 称

住所　立川市　　　　　　　町　　　　丁目　　　　　番　　　　　号
事 業 の 場 所

地番　立川市　　　　　　　町　　　　丁目　　　　　番

代理人
連絡先

会社名等

電 話 担当者名

都市計画法第３２条の規定により、次の開発行為について、公共施設の管理等について

　同意、協議を申請します。

第５号様式の２ （第５条関係）

立川市長

住 所
事業者

氏 名
印

整理番号 －

申　請　日 令 和 年 月 日

同 意 ・ 協 議 変 更 申 請 書

４

５

(１)

(２)

(３)

殿

開 発 区 域 面 積

１

２

３



協 議 事 項 　公共施設等管理区分一覧表のとおり

令 和 年 月 日

立川市長　　　　　　　　　　　　　　　　印

　 令和　　　年　　　月　　　日付けで提出のありました次の開発行為に係る公共施設について、

　立川市　　　　　　　町　　　　丁目　　　　　番

様

同 意 事 項

都市計画法第３２条の規定に基づき、次のとおり同意、協議をしました。

記

３

第６号様式
整理番号 －

同 意 ・ 協 議 書

（第６条関係）

立 都 都 第 号

４

５

(１)

(２)

(３)

事 業 の 名 称

事 業 の 場 所

開 発 区 域 面 積

１

２



４

都市計画法第３２条の規定に基づき、次のとおり同意、協議をしました。

記

事 業 の 名 称１

２

３

変 更 同 意 ・ 協 議 書

協 議 事 項

事 業 の 場 所 　立川市　　　　　　　町　　　　丁目　　　　　番

開 発 区 域 面 積

　公共施設等管理区分一覧表のとおり

様

同 意 事 項

立川市長　　　　　　　　　　　　　　　　印

　 令和　　　年　　　月　　　日付けで提出のありました次の開発行為に係る公共施設について、

５

(１)

(２)

(３)

整理番号 －

立 都 都 第 号

第６号様式の２ （第６条関係）

令 和 年 月 日



※上記の欄で収まらない場合は、別紙にて添付してください。　　　　　　　□別紙添付あり

工事完了年月日

工事の種別

令和　　　　　　・　　　　　　・

令和　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　　　予定

工事の施工者

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

立川市長

代理人
連絡先

工事着手年月日 受理印

（複数可） □その他　□特定開発事業

事業者

担当者名

　 届を提出します。

会社名等

電 話

住 所

氏 名

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第７条の規定に基づき、次のとおり工事着手

令 和 年 月 日

第７号様式
整理番号 －

工 事 着 手 届

（第７条関係）

事業の名称

事業の場所

協議締結年月日 令和　　　　　　・　　　　　　・

住所

地番

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

住所

氏名

電話

 

月月月月月月月月月月月月月月

工
事
の
工
程

殿

月



受理印

検査予定日 令和　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　□午前 ・ □午後　　　　　　時

検査項目

□自転車駐車場　　□　　　　　　　□　

備考

□道路[□構造□区域□施設]　　□下水道施設[□排水設備□維持]

□公園　　□緑化地　　□防火水槽　　□ごみ等集積所　　□駐車場

備　　　　考

担当者名

工事完了年月日 令和　　　　　　・　　　　　　・

事業の名称

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

地番

工事着手年月日 令和　　　　　　・　　　　　　・

検査希望日 令和　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　□午前 ・ □午後　　　　　　時

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

（複数可） □その他　□特定開発事業

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

　完了検査依頼書を提出します。

事業の場所
住所

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第９条の規定に基づき、次のとおり完了届兼

第９号様式
整理番号 －

完 了 届 兼 完 了 検 査 依 頼 書

（第９条関係）

令 和 年 月 日

殿

 

立川市長

氏 名
事業者

代理人
連絡先

住 所

会社名等

電 話



　 完了しましたので、開発事業計画協議書により、市に帰属する施設を引き継ぎます。

（複数可） □その他　□特定開発事業

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第9条の規定に基づき、次の開発事業が

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

なお、私の土地に市へ引き継いだ公共施設等が設置されているときは、無償で使用し、

令 和 年 月 日

立川市長

　 必要に応じて掘削等管理に必要な行為を行うことを承諾いたします。

また、この内容は、所有権を移転するときも継承いたします。

第11号様式
整理番号 －

公 共 施 設 等 引 継 書

（第9条関係）

担当者名

完了検査年月日 令和　　　　　　・　　　　　　・

会社名等

電 話

代理人
連絡先

住 所

氏 名
事業者

事業の名称

殿

印

備　　　　考

住所

地番

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

引　継　施　設 公共施設等管理区分一覧表のとおり

事業の場所



令 和 年 月 日

第12号様式
整理番号 －

土 地 境 界 承 諾 書

（第9条関係）

印立川市用地地番 隣接民有地地番 所有者住所 所有者氏名

会社名等

電 話

代理人
連絡先

殿

 

立川市用地（□道路用地　　□公園用地　　□その他）と民有地の境界について、

担当者名

　承諾をします。

住 所

氏 名
事業者

立川市長



立川市幸町7-22-1 立川市幸町7-5-3 国立二郎 ㊞

土 地 境 界 承 諾 書 の 作 成 要 領

（１）市に譲渡する土地の地番（立川市用地地番）及びその土地に隣接する民有地の地番

　　　（隣接民有地地番）、所有者住所、所有者氏名を記入し、所有者が押印をしてください。

（２）押印は、実印でなくても構いません。（認印可）

立川市幸町７丁目

　作成における注意点

（３）建築敷地の所有者（事業者）も、立川市用地の隣接民有地所有者となります。

　事業例

１

２

１７－１（立川市道）

所有者 所有者

２１－３（道路拡幅部分）

２１－２

㊞

２０－１（隣地） ２２－１（隣地）

２１－１（建築敷地）

所有者（公園）幸町７－１－１ 幸町７－５－３

昭島三郎 国立二郎

（太線部分が、立川市用地と民有地の境界になります。）

立川一郎

幸町７－１５－１

㊞

立川市用地地番 隣接民有地地番 所有者住所 所有者氏名

立川市用地（■道路用地　　■公園用地　　□その他）と民有地の境界について、

　承諾をします。

印

立川市幸町7-21-3

立川市幸町7-21-2

３

立川市幸町7-21-1 立川市幸町7-15-1 立川一郎

立川市幸町7-20-1 立川市幸町7-1-1 昭島三郎

　事業例に基づく記載例



今後とも立川市のまちづくりにご協力くださいますようよろしくお願いいたします。

第13号様式
整理番号 －

開 発 事 業 完 了 通 知 書

（第11条関係）

立 都 都 第 号

事 業 の 場 所

事 業 者 住　 所

令 和 年 月 日

要 綱 の 適 用

立川市長　　　　　　　　　　　　　　　　印

記

次の開発事業について、立川市宅地開発等まちづくり指導要綱に規定する手続が全て

　完了したことを同要綱細則第11条の規定に基づき、通知いたします。

本市の住みよいまちづくりのため、開発指導行政にご協力いただき深く感謝を申し上げます。

７

様

　立川市　　　　　　　町　　　　丁目　　　　　番

所 有 権 移 転 登 記 年 月 日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

氏　 名

完 了 検 査 日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

提 供 を 受 け た 土 地

事 業 の 名 称

１

２

３

４

５

６



第14号様式
整理番号 －

代 理 人 届

（第12条関係）

令 和 年 月 日

記

住所

事業者

私は、次のとおり代理人を定め、立川市宅地開発等まちづくり指導要綱に関する

立川市長

氏名

地　番　　立川市　　　　　　町　　　　　　丁目　　　　　　番　　

住 所

会 社 名

氏 名

電 話

担 当 者

住　所　　立川市　　　　　　町　　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

１

２

３

殿

印

電話

事 業 の 名 称

事 業 の 場 所

代 理 人

　事務手続一切を委任しましたので、届け出ます。



第15号様式
整理番号 －

申　請　日

地 位 の 承 継 承 認 申 請 書

（第13条関係）

令 和 年 月 日

立川市長

代理人
（承継後）

氏 名

事業者
（承継後）

住 所
印

会社名等

殿

電 話 担当者名

※　事業施行に関する権限を承継することを証明する書類を添付してください。承継人の

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

事業の名称

□有（承継前代理人：氏名　　　　　　　　　電話　　　　　　　　　　　）　　□無

承継の理由
受理印

　印鑑証明書等を添付してください。

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第13条の規定に基づき、次のとおり地位の

代理人の変更

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

住所

地番

　承継の承認を申請します。

（複数可） □その他　□特定開発事業

被承継人住所
（承継前）

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

被承継人氏名
（承継前）

事業の場所



備　　　考

被承継人氏名

被承継人住所

□開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

承継人住所

事業の名称

事業の場所
地番

住所

第16号様式
整理番号 －

地 位 の 承 継 承 認 書

（第13条関係）

（複数可）

立 都 都 第 号

令 和 年 月 日

令和　　　年　　　月　　　日付けで申請のありました地位の承継について、立川市宅地開発

　等まちづくり指導要綱細則第13条第２項の規定に基づき、承認をしましたので通知します。

立川市長　　　　　　　　　　　　　　　　印

要綱の適用項目

様

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

□その他　□特定開発事業

承継人氏名

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号



（第14条関係）

延長の理由

延長希望項目

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第14条の規定に基づき、次のとおり事務

□令和　　　　年　　　　月頃まで

□未定

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

□開発事業計画協議書　　　□工事着手届

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

令 和 年 月 日

事業の名称

住所

地番

　 手続延長理由書を提出します。

□その他　□特定開発事業

氏 名

殿

受理印

会社名等

電 話

住 所

代理人
連絡先

第17号様式
整理番号 －

事 務 手 続 延 長 理 由 書

延長予定期間

 

立川市長

（複数可）

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

事業者

担当者名

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号
事業の場所



取下げの理由

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第15条の規定に基づき、次のとおり開発事業

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

受理印

事業の場所
住所

地番

令 和 年 月 日

第18号様式
整理番号 －

開 発 事 業 計 画 取 下 届

（第15条関係）

立川市長

（複数可） □その他　□特定開発事業

事業の名称

代理人
連絡先

会社名等

住 所

殿

印

　の取下げを届け出ます。

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

氏 名
事業者

担当者名電 話



　　　　　　　　　　　 台

計　　　　　　　　　　台

根拠

根拠

台

台

駐 車 場 設 置 台 数

備　考

根拠

根拠

根拠

来 訪 者 駐 車 台 数

店 舗 駐 車 台 数

計 画 台 数

東京都駐車場条例
に基づく駐車台数

勤 務 者 数

勤 務 者 駐 車 台 数

来 訪 者 数
駐
車
計
画

住所 　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

地番 　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

（複数可）

荷 捌 き 駐 車 台 数

根拠

担当者名

　 を提出します。

住 所

氏 名
事業者

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第16条の規定に基づき、次のとおり駐車計画書

会社名等

電 話

代理人
連絡先

 

立川市長

令 和 年 月 日

第19号様式
整理番号 －

駐 車 計 画 書

（第16条関係）

殿

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

人

台

人

台

□その他　□特定開発事業

事業の名称

事業の場所



自転車駐車場総面積

備　考

　備　考

　備　考

駐車方式 設置場所 １台当りの駐輪スペース台

台

※　駐車方式でラック式駐車設備を使用する場合は、構造・寸法がわかる構造図を添付すること。

用途区域
□中心区域、商業地域、近隣商業地域

□中心区域を除く商業地域、近隣商業地域以外の区域

百貨店、スー
パーマーケット
その他の小売
店舗等

 
銀行、その他
の金融機関

□

□

　施設延床面積

　　　　　　　　　　　　　　㎡

　①算定対象面積は、立川市自転車等放置防止条例・施行規則に規定する自転車駐車場設置基準により
　算出された面積とする。

　②複数の用途にわたる自転車駐車場については用途ごとに台数を算定し、得たそれぞれの台数を合算。

計 　画　 台 　数

遊技場

　集合住宅
　事務所等

□開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

事業の場所

　算定対象面積

　　　　　　　　　　　　　　㎡

住所

□

担当者名

住 所

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第16条の規定に基づき、次のとおり自転車駐車

□その他　□特定開発事業

事業の名称

　 計画書を提出します。

要綱の適用項目

（複数可）

代理人
連絡先

第20号様式
整理番号 －

自 転 車 駐 車 計 画 書

令 和 年 月 日

（第16条関係）

立川市長

 

平置き・ラック式※ 地上・屋上・地下 幅員　　　ｍ・奥行　　　ｍ

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

氏 名
事業者

会社名等

電 話

駐
　
車
　
計
　
画

(注)

□

□

殿

戸

地番

立川市自転車等
放置防止条例に
基づく駐車台数

条例・施行規則　　別表（第７条関係）　　　　施設の用途

来訪者駐車台数 台

上記合算台数 台（A)
増改築の場合の既設置台数（上記台数より差引き） 台（B)

施設の用途（　　　　　　　　　　　　　　）

　　　算定対象面積　　　　　　㎡÷基準面積　　　　　㎡＝　　　　　台

　　　　　　（５ ０ ０ ０ ㎡以内まで）

      算定対象面積　　　　　　㎡÷基準面積　　　　　㎡×５０／１００

　　　　　　（５ ０ ０ ０ ㎡を超える部分）　　　　　　　　　　＝　　　　　　台

施設の用途（　　　　　　　　　　　　　　）

　　　算定対象面積　　　　　　㎡÷基準面積　　　　　㎡＝　　　　　台

　　　　　　（５ ０ ０ ０ ㎡以内まで）

      算定対象面積　　　　　　㎡÷基準面積　　　　　㎡×５０／１００

　　　　　　（５ ０ ０ ０ ㎡を超える部分）　　　　　　　　　　＝　　　　　　台

㎡

設置基準により
算定する台数

（A-B)

勤　 務　 者　 数 人
勤務者駐車台数 台
来訪者の想定数 人



立川市長

運搬経路と方法

　□市清掃事業　　　□自家処理

（複数可） □その他　□特定開発事業

担当者名

　 ごみ処理計画書を提出します。

電 話

代理人
連絡先

第21号様式
整理番号 －

ご み 処 理 計 画 書

（第17条関係）

会社名等

住 所
事業者

氏 名

令 和 年 月 日

要綱の適用項目 □開発行為　□道路位置指定　□建築事業（ア　イ　ウ　エ　オ ）

立川市宅地開発等まちづくり指導要綱細則第17条の規定に基づき、次のとおり開発事業の

事業の名称

住所 　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番　　　　　　号

集積方法

処理地

地番 　立川市　　　　　　　町　　　　　丁目　　　　　　番

　備　考

ごみの種類・内容

推定排出日量

住所
処理業者

処理方法

集積場所

ご
み
処
理
計
画

自
家
処
理

殿

 

名称 電話

収集方法

事業の場所


